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宮崎港で行われた防波堤港内側での海上工事において，季節によっては実態工事稼

働率が低く，工事の進捗に影響を及ぼしかねない状況であった．本検討では，宮崎港

で行われた防波堤港内側での海上工事の中止要因を推定し，工事中止判断基準を検討

した．工事記録と波浪推算結果より，対象地点においては工事の可否には波高に加え

て波向の影響が大きいことを確認した．この原因として，防波堤による反射波と沿い

波の影響が示唆された．また，当該工事において,波高に加えて波向を考慮した新たな

工事中止判断基準の作成を試み，工事実施可否の予測精度が向上することを確認した． 
キーワード : 港内海上工事，実態工事稼働率，工事中止判断基準 

 

1. はじめに 

宮崎港防波堤（南）港内側の基礎マウンド改良工事（図

-1の赤丸の位置）が進められているが,季節によっては実

態工事稼働率が低く，工事の進捗に影響を及ぼしかねな

い状況であった．今後，防波堤の堤頭部に向かって工事を

進めていくことから，波浪による実態工事稼働率の更な

る低下が懸念されていた． 

本検討では,宮崎港を対象として，波浪が及ぼす工事へ

の影響について検討することを目的とした．さらに，防波

堤工事の中止要因について解明するとともに,新たな工

事中止判断基準を作成することを試みた． 

 
図-1 宮崎港における海上工事の実施箇所（〇印） 

 

2. 工事実態の把握 

2022年 6月 28日～2023年 2月 24日にかけて宮崎港防

波堤（南）港内側の基礎マウンド改良工事を実施した2社

の工事記録簿をもとに，年換算荒天日数および実態工事稼

働率を算出した． 

工事記録簿による工事実施日と休止日をもとに，年換

算荒天日数注1)を式(1)から算出した． 

年換算荒天日数 

= 実態荒天日数×
年換算供用日数�365 日�

実態供用日数
 (1) 

ここで，実態供用日数=運転日数+休止日数，休止日数

=休日日数+安全訓練日数+荒天日数－休日作業日数+代
休日数である． 
運転日数および荒天日数をもとに式(2)より実態工事

稼働率を算出したところ，A社で 66.7%，B社で 64.7%で

あった（表-1）． 
 

実態工事稼働率=
運転日数

運転日数+ 実態荒天日数
× 100(2) 

 
表-1 各会社の工事記録 

項目 A社 B社 
実態荒天日数 36 12 
年換算供用日数 365 365 
実態供用日数 172 51 
 運転日数 72 22 
 休止日数 100 29 
年換算荒天日数 76 86 
実態工事稼働率 [%] 66.7 64.7 

 

3. 常時波浪推算の実施 

対象海域の長期間の連続した波浪推算値をもとに波浪

変形計算を行い，港内の面的な工事稼働率を算定するため，

常時波浪推算を実施した．また，波浪観測値と波浪推算値

防波堤(南) 

内防波堤 
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の比較を行い，波浪変形計算に使用する波浪推算値の妥当

性を確認した． 

3.1 計算条件 

波浪推算モデルとしてWAVEWATCH Ⅲ1)（第三世代波浪推

算モデル）を使用した．波浪推算の計算領域を，太平洋全

体とした第1領域から対象港湾周辺の第3領域とし，計算

期間を2013年1月～2023年3月の10年と3ヶ月とした． 

3.2 波浪推算精度の検証 

 波浪推算精度を検証するため，対象港湾近隣の波浪観測

値と波浪推算値を比較した．図-2，図-3に，工事期間（2022 

年6 月～2023 年3 月）の中でも特に波高の大きかった期

間（2022 年9月）における，NOWPHAS宮崎日向沖における

観測値との比較結果を示す．比較の結果，波高周期ともに

両者がよく一致しており，波浪推算精度に問題がないこと

を確認した． 

 

 
図-2 時系列変化の比較（宮崎日向沖） 

 
図-3 波浪推算値と観測値の相関解析（宮崎日向沖） 

 

4. 従来方法による工事稼働率の算定 

4.1 波浪変形計算の実施 

波浪変形計算において一般的なエネルギー平衡方程式

モデル（ここでは従来方法と呼ぶ）を用いて，各波向・周

期別に入射波高を 1m とした波浪変形計算を実施し，港内

の波高比の頻度分布を面的に作成した．ただし，エネルギ

ー平衡方程式モデルでは波の反射が考慮されないことに

留意が必要である． 

検討波向を周辺地形より宮崎港に来襲する主要波向で

ある NNE～SSEの 7波向，検討周期を波浪推算結果より主

要な周期である 5，7，9，11sの 4種類，及び計算格子サ

イズを10mとした． 

4.2 工事稼働率の平面分布 

波浪変形計算による波高比分布をもとに港内の面的な

工事稼働率を整理した．波浪変形計算による波高比分布

に沖合の基準地点（図-4）における波浪頻度分布を掛け合

わせることで各メッシュ地点での波高データが得られる．

その各メッシュ地点で，限界波高の未超過確率（限界波高

未満の波高の出現頻度）を算出することで，面的な工事稼

働率が得られる．波浪推算による工事稼働率（以下，「期

待工事稼働率」という．）の算定式を式(3)に示す．なお，

海上工事の限界波高を片山・前田 2)より1mとした． 

図-5に常時波浪推算結果にもとづく，宮崎港における

期待工事稼働率の平面分布（通年）を示す．防波堤（南）

先端から内防波堤を結ぶラインの港内側では，期待工事

稼働率は約95%となった．前述した通り、実態工事稼働率

は65～67%であり，期待工事稼働率より低く，従来方法で

は工事実態を再現することができないことが明らかとな

った． 

期待工事稼働率= 1 m未満の波高の個数

波高の全個数
× 100 (3)

 
図-4 波浪推算結果の抽出地点 

 
図-5 期待工事稼働率の平面分布（通年） 
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5. 工事中止要因の推定 

5.1 工事中止日の波浪状況の整理 

対象港湾において防波堤の海上工事を実施した 2 社の

工事記録簿による工事中止日の波浪状況の整理を行った．

ここで，外洋での波浪状況による工事中止要因を検討す

るため，波浪推算結果の抽出地点を図-4に示した沖波地

点とした． 

図-6 に工事実施日と中止日における日平均の波高，周

期，波向の頻度分布を示す．波高については，実施日では

1.0～1.2m の頻度が高く，中止日では 1.6m～1.8m の頻度

が高い．日平均波高が大きい時，工事中止になりやすいこ

とが分かる．周期については，実施日では7.0～8.0sの頻

度が高く，中止日では6.0～7.0sの頻度が高い．日平均周

期については，工事中止との明確な影響は見られない．波

向については，実施日と中止日ともに波向Eの頻度が最も

高い．一方，中止日において波向 NEと ENEの 2波向で全

体の 41.5%を占めており，実施日の頻度（全体の 16.0%）

に比べて高い．波向NE～ENEの場合に，工事中止が多く発

生していることが分かる． 

図-7 に工事実施日と中止日における波高と周期の関係

（図-7(a)），および波高と波向の関係（図-7(b)）を示す．

波高と周期の関係については，前述したように，日平均波

高が大きいときに工事中止になりやすいが、実施日と中止

日の周期による顕著な差が見られなかった．一方，波高と

波向の関係については，中止日においてN系（波向NNE～

ENE）で比較的波高が低く，E～S系になるにつれて波高が

高くなる傾向が見られた．すなわち，N系の波が来襲する

際には，低い波高でも工事が中止になっていることが分か

る． 

以上より，当該工事の中止要因には波高に加えて波向の

影響が大きいことが判明した．具体的には，N系の波向で

は，低い波高でも工事が中止となっていた．特に，波向NE

～ENEにおいて実施日が少なく，中止日が多くなっていた．

N系の波浪は沖防波堤に平行な波向となるため，防波堤の

沿い波による影響が考えられた． 

5.2 ブシネスクモデルによる検討 

 沿い波の影響を調べるため，ブシネスクモデルを用いた

波浪変形計算を行った．ブシネスクモデルでは，エネルギ

ー平衡方程式モデルでは検討ができない反射の影響を考

慮することが可能である．検討波向を NNE～ESEの N系の

5波向，入射波高を1.0 m，入射波周期を10 s，Smax=10，

計算格子サイズを10 mとした． 

 

 

 

 

 
図-6 工事実施日と中止日の波浪諸元（日平均） 

 

 

 
図-7 工事実施日と中止日の平均波高との関係 
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一例として，図-8に工事中止日の多かった波向NEのブ

シネスクモデルによる港内波高分布を示す．NE の波向で

は沖防波堤港内側に波高の高い箇所が生じていることを

確認した（図-8の赤枠内）．沿い波の発生によって防波堤

港内側の工事の中止が想定以上に多くなっていたものと

推定した． 

 
図-8 港内波高分布 

5.3 新たな工事中止判断基準の作成 

（1）新たな工事中止判断基準の提案 

ブシネスクモデルによる検討の結果，当該港内工事の

実施可否については，波高と波向の影響が大きいことが

明らかとなった．そこで，波向を考慮した新たな工事中止

判断基準（波高）を作成した（表-2）．図-7(b)に実線（②

波高+波向）で示す，工事実施日と中止日の閾値を工事中

止判断基準とした．N 系の波向では工事中止判断基準を

1.0mとして，S系になるにつれて徐々に基準値を上げた．

なお，波高の抽出地点は，工事中止日の波浪状況の整理と

同じく，図-4に示す沖波地点である． 

（2）工事中止判断基準の評価 

新たな工事中止判断基準による工事実態に対する予測

精度を評価する．評価方法は，気象庁の天気予報の検証と

して用いられているカテゴリー検証注2)の分割表を用いる．

表-3にカテゴリー検証の分割表を示す． 

適中率 = (FO + XX)/N (4) 

空振り率= FX/(FO + FX) (5) 

見逃し率= XO/M (6) 

ここで，適中率とは，工事中止判断基準による予測が適

中した割合であり，1に近いほど精度が良い．空振り率と

は，予測は工事中止であったが実際は工事実施可能であっ

た場合の割合である．見逃し率とは，予測は工事実施可能

であったが実際は工事不可能（中止）であった場合の割合

である．海上工事を行う場合，作業船を出すこと自体にコ

ストが発生するため，見逃し率（予測は工事可で実際は中

止）をできるだけ小さくすることが望ましい． 

工事中止判断基準を，波向きによらず一定（波高1.5m）

（図-7(b)①）とした場合と，波向を考慮して変化させた

場合（図-7(b)②および表-2）の 2 種類の工事中止基準に

ついて，工事実施可否の予測精度を評価した． 

表-4に，2種類の工事中止判断基準による適中率，空振

り率，見逃し率を示す．波向きによらず一定とした場合の

適中率は86%と高い結果であった．しかしながら，波向き

によらず一定とした場合の見逃し率（工事可能と予測した

が工事中止であった事例の場合）は28%であるが，波向を

考慮することで8%となり，大幅に改善した．見逃し率の低

さは海上工事の費用を抑える上で重要であるため，新たな

工事中止判断基準は施工管理上，有用と考えられる． 

以上のように，波向きを考慮する新たな工事中止判断基

準では，波高を一定値とする工事中止判断基準よりも，工

事実施可否の予測精度が向上することが確認された． 

 

表-2 波向を考慮した工事中止判断基準（波高） 

（宮崎港の沖波地点） 

波向 波高基準値(m) 波向 波高基準値(m) 
N 1.00 ESE 1.70 

NNE 1.00 SE 1.70 
NE 1.00 SSE 2.00 

ENE 1.20 S 2.00 
E 1.30 SSW 2.00 

 
表-3 カテゴリー検証用分割表 

予測 実際 
合計 

中止 実施 
中止 適中(FO) 空振り(FX) FO+FX 
実施 見逃し(XO) 適中(XX) XO+XX 
合計 M X N 

 

表-4 工事中止判断基準の比較 

判断基準 適中率[%] 空振り率[%] 見逃し率[%] 
①一定 86 12 28 

②波向考慮 88 22 8 
 

6. まとめ 

本検討では，宮崎港における防波堤港内側における海上

工事の中止要因の推定を行い，波高に加えて波向の影響に

より中止日が多くなっていたことが示唆された．特に，N

系の波向においては沿い波の発生によって防波堤工事の

中止が多くなったものと推定された．沿い波の影響につい

てはエネルギー平衡方程式では考慮できないため，エネル

ギー平衡方程式による期待工事稼働率と，実態工事稼働率

とに差が生じる結果となった．また，当該港内海上工事に

対して,波高に加えて波向を考慮した新たな工事中止判断

基準の作成を試みた結果，工事実施可否の予測精度が向上

することを確認した． 

海上工事の施工可否判断に関しては多くの研究が行わ
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れている例えば3)～11)．しかしながら，実際の工事記録を用い

た工事中止要因の検討についてはほとんど行われていな

い．本検討は，実際の工事記録を用いて中止要因の検討を

行ったという観点で，有用であるといえる． 

 しかし,本検討で使用した工事記録は 2 社のみ，かつ単

年であり，波浪の年変動の影響等も未検証である．本検討

で試みた, 波高に加えて波向を考慮した新たな工事中止

判断基準に対して，他の工事記録を用いた事例検討を行う

など，多面的な検証を行うことが今後の課題として挙げら

れる． 
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注釈 
注1)荒天リスク精算型試行工事積算要領(令和6年3月29 日 

付)https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000019.html 

(2024年4月1日参照) 

注2)気象庁 令和5年度数値予報解説資料集． 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/nwpkaisetu/nw

pkaisetu.html (2024年4月1日参照) 
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